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主な経営指標の推移
F INANCIAL  H IGHL IGHTS

当期決算の
ポイント

商業施設に加えて、マンション、ビジネスホテル、医療・福祉施設を中心として受注が堅調
に推移したことなどにより、受注高は８４１億７千２百万円（前期比8.５％増）となりました。

完成工事高の増加や低採算工事の減少などにより、
営業利益は４３億５千5百万円（前期比12.０％増）となりました。

当期純利益30億4千8百万円（前期比31.9％増）を計上したことにより、
純資産は138億6千6百万円（前期末比25.5%増）となりました。

Point 1

Point 2

Point 3

77,608

第90期
（平成27年度）

第91期（当期）
（平成28年度）

84,172

65,254

第89期
（平成26年度）

受注高 （単位：百万円）

第90期
（平成27年度）

第91期（当期）
（平成28年度）

第92期（次期）
（平成29年度）

第89期
（平成26年度）

67,730
71,778

82,000
（通期予想）81,495

売上高 （単位：百万円）

第90期
（平成27年度）

第91期（当期）
（平成28年度）

第89期
（平成26年度）

41,663
48,145

51,435

手持工事高 （単位：百万円）

2,358

3,890 3,700
（通期予想）

4,355

第90期
（平成27年度）

第91期（当期）
（平成28年度）

第92期（次期）
（平成29年度）

第89期
（平成26年度）

営業利益 （単位：百万円）

2,321

3,788 3,600
（通期予想）

4,276

第90期
（平成27年度）

第91期（当期）
（平成28年度）

第92期（次期）
（平成29年度）

第89期
（平成26年度）

経常利益 　（単位：百万円）

1,043

2,311
2,500

（通期予想）

3,048

第90期
（平成27年度）

第91期（当期）
（平成28年度）

第92期（次期）
（平成29年度）

第89期
（平成26年度）

当期純利益 　（単位：百万円）

38,680

第90期
（平成27年度）

第91期（当期）
（平成28年度）

49,232

36,179

第89期
（平成26年度）

総資産 　（単位：百万円）

253.11

304.38

381.76

11,052

第90期
（平成27年度）

第91期（当期）
（平成28年度）

13,866
9,145

第89期
（平成26年度）

純資産/1株当たり純資産

純資産（百万円）

1株当たり純資産（円）

1

010_0343701302906.indd   1 2017/06/16   17:09:11



　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　当社第91期における営業のご報告にあたり、ここに謹んでご挨拶申し上げます。
　当期における建設業界を取り巻く環境は、景気の緩やかな拡大を背景に内需は底堅
い動きで推移していますが、人手不足による労務費や資材・運搬費の高騰懸念を抱えて
います。中長期的には労働人口の減少が見込まれており、生産性を高めながら現場力を
維持する経営努力が求められております。
　また、将来の担い手を確保していくため、長時間労働の是正や適切な休日の確保、ま
た社会保険への加入の徹底といった「働き方改革」が建設業界全体として取り組むべき
課題となっております。
　このような状況のもと当社は、限られた人材のなかで、品質と安全第一の現場管理を
維持するために採算性を重視し、建設事業の軸となる商業施設やビジネスホテルのほ
か、マンションや保育所、医療・介護施設の受注に積極的に取り組んでまいりました。
　この結果、当期の売上高及び利益ともに当初の予想を大幅に上回る結果を残すこと
ができ、2期連続で過去最高益を更新することができました。ここ数年間の収益拡大によ
り財務体質の強化が実現しつつある現状を踏まえ、次の飛躍に向けた積極的な取り組み
を展開してまいる所存です。
　今後も株主の皆様のご期待に応えるべく、社員一同一丸となってさらに努力してまい
りますので、一層のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

　平成29年6月

　当期の業績につきましては、完成工事高の増加や低採
算工事の減少による利益率の改善などにより完成工事総
利益が増加したため、営業利益は43億5千5百万円（前期
比12.0％増）、経常利益は42億7千6百万円（前期比12.9
％増）となりました。また、賃貸用不動産の減損損失が減少
したことなどにより、当期純利益は30億4千8百万円（前期
比31.9％増）となりました。
　また、当期における財政状態は、資産合計が前期末に比

ごあいさつ 

べ105億5千2百万円増加し、492億3千2百万円となりま
した。主な要因は、売上高の増加に伴う完成工事未収入金
の増52億4千2百万円であります。
　負債合計は前期末に比べ、77億3千8百万円増加し、
353億6千5百万円となりました。主な要因は、工事出来高
の増加に伴う支払手形の増40億6千2百万円であります。
　純資産合計は、前期末に比べ28億1千4百万円増加し、
138億6千6百万円となりました。
　主な要因は、当期純利益の計上などに伴う利益剰余金
の増27億5千8百万円であります。
　以上のとおり、売上高、各利益ともに業績予想を上回る
結果となり、2期連続で過去最高益を更新することができ
ました。

代表取締役社長
長谷川  博之

当期の決算のポイントなどについて
教えてください。Q

過去最高益を2期連続で更新しました。A

トップインタビュー TOP INTERVIEW
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目 標 数 値
■	修正前（平成28年3月発表時の内容）

第90期(前期)
(平成27年度)

第91期(当期)
(平成2８年度)

第92期(次期)
(平成29年度)

第93期
(平成30年度)

第94期
(平成31年度)

目標 利益率 目標 利益率 目標 利益率 目標 利益率 目標 利益率
売 上 高 710 — 720 — 730 — 750 — 800 —

営業利益 34.0 4.8％ 25.0 3.5％ 25.5 3.5％ 26.0 3.5％ 28.0 3.5％

経常利益 33.0 4.6％ 24.0 3.3％ 24.5 3.4％ 25.0 3.3％ 27.0 3.4％

■	修正後
第90期(前期)
(平成27年度)

第91期(当期)
(平成2８年度)

第92期(次期)
(平成29年度)

第93期
(平成30年度)

第94期
(平成31年度)

実績 利益率 実績 利益率 目標 利益率 目標 利益率 目標 利益率
売 上 高 717 — 814 — 820 — 830 — 840 —

営業利益 38.9 5.4％ 43.5 5.3％ 37.0 4.5％ 37.0 4.5％ 37.5 4.5％

経常利益 37.8 5.3％ 42.7 5.2％ 36.0 4.4％ 36.0 4.3％ 36.5 4.3％

　当社は、当期において、平成28年3月に公表いたしま
した「中期経営計画（平成27年度～平成31年度）」の最終
年度の目標数値を前倒しで達成したことから、平成29年
度以降の目標数値について見直しを行いました。当社は、
持続的な成長を維持していくため、平成29年度以降の3
ヵ年の目標数値を上方修正し、最終年度（平成31年度）の
目標数値を新たに設定しました。

中期経営計画の達成状況について
お聞かせください。Q

最終年度の目標数値を前倒しで達成した
ため目標数値を上方修正しました。A

修正後の目標数値達成に向けた施策に
ついてお聞かせください。Q

当初に掲げた『5つの重点施策』への取り組
みを継続し、目標数値の達成を目指します。A

（単位：億円）

　当社は、中期経営計画の達成に向けて、重点施策として
「技術提案力の強化」、「採算性を重視した取り組みを強化」、
「不動産事業の活性化」、「新規事業への取り組み」、「マネジ
メント力の向上」の『5つの重点施策』を掲げて取り組んで
まいりました。
　これらの重点施策を継続するとともに、あらたに「生産性」
の向上を図るための施策を加え、修正後の目標数値の達成
に向けて取り組んでまいります。
　“商業空間事業を通じ、快適で豊かな社会の実現を目指す”
それが当社の経営理念です。より良い未来のために、常に変
化する社会や顧客の求めるニーズに適応してまいります。

トップインタビュー
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平成27年度～28年度 平成29年度～31年度

技術提案力の強化
ＢＩＭ導入準備 担当別教育実施

技術系講習会

商品開発試作

● 技術への投資
（BIMの本格導入省エネ設計）

● 環境保全への取り組み
● i-Constructionへの対応

採算性と生産性を重視した
取り組みを強化

売上総利益率8％台に増加

最終年度の売上・利益目標を
前倒し達成

●  施工供給能力を考慮した 
採算性重視の受注活動

● 生産性の向上
（ICTの活用等、省力化推進）

不動産事業の活性化
低採算物件の処理（減損、売却）

収益物件取得の取り組み

保有商業施設活性化着手

● 多彩なアプローチ
（PJファイナンス、SPC等）

● 収益物件の保有

新規事業への取り組み
～新たな成長基盤を構築～

海外視察

M&A（デューデリジェンス）
情報収集／事例研究

● 新規事業の継続検討

● 具体的案件への投資

マネジメント力の向上
（人材育成・コンプライアンス遵守 等）

教育研修（営業・技術・コンプライアンス	他）

ICT導入推進（基幹システムの入替、電子決裁の導入	他）

BCP認定取得
環境ISO全支店導入

● 次世代を担う人材育成
● マネジメントシステムの定着
● 連結決算対応

継　　続　　課　　題
人材育成 企業風土・働き方改革 ICT

（情報通信技術）
・ 採用　・ 人材育成 　・ 人事制度
・ ワーク・ライフ・バランス　
・ 人材の多様化 　・ 人員構成　 
・ 労務リスク 等

・ 働きやすい職場環境
・ CSR
・ 企業ブランド・イメージ 等

・ 情報系システム
・ 生産性の改善
・ セキュリティー対策 等

重 点 施 策（主要項目）

TOP INTERVIEW
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イチケンが創造する豊かで快適な「くらし空間」。 その一例をご紹介します。

東京都板橋区
竣　　工 平成28年12月

構　　造 S造 2階建

延床面積 10,480㎡

千葉県千葉市
竣　　工 平成28年10月

構　　造 S造 11階建

延床面積 11,972㎡

ベルクスモール浮間舟渡 アパホテル＆リゾート〈東京ベイ幕張〉
イーストウイング商業施設 ホテル

ICHIKEN	ワークス
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イチケンが創造する豊かで快適な「くらし空間」。 その一例をご紹介します。

兵庫県神戸市
竣　　工 平成29年2月

構　　造 S造 10階建 

延床面積 3,955㎡

東京都北区
竣　　工 平成29年3月

構　　造 S造 3階建

延床面積 8,027㎡

サミットストア王子桜田通り店

ホテルサンルートソプラ神戸
アネッサ

商業施設

ホテル

神奈川県鎌倉市
竣　　工 平成29年3月

構　　造 S造 2階建

延床面積 9,225㎡

ニトリ大船店商業施設

福岡県福岡市
竣　　工 平成29年３月

構　　造 RC造 12階建

延床面積 11,220㎡

サンメゾン九大学研都市エルドマンション

ICH IKEN WORKS

6
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ICHIKEN	ニュース ICH IKEN NEWS

A 広島営業所 新設

平成29年4月1日、中国エリアの既存顧客への営業
活動の拡大と新規顧客の獲得による受注拡大を図
るため、広島営業所を開設いたしました。新設された
ばかりの営業所ですが、何卒、温かいご支援ご指導
を賜わりますようお願い申し上げます。

（広島市中区）

中国地方の基幹都市である広島で営業活動を拡大！

B 複合型新施設 メリィホスピタル・メリィデイズ 建設中

低層階には地域包括ケア病棟と療養病床を有するメ
リィホスピタル、高層階にはサービス付き高齢者向
け住宅を有するメリィデイズ。
この２つの施設が１つの場所で提供されることによ
り、医療と介護がこれまで以上にシームレスに連携
し、迅速かつ安全、安心な医療・介護を提供できる施
設となっています。

上＜完成予想図＞
右＜建設現場空撮写真＞

（広島市安佐南区）

C カインズ広島ＬＥＣＴ店 オープン

カインズ広島ＬＥＣＴ店が平成29年4月28日
オープンいたしました。メインテーマである

「知・食・住｣にちなんで名づけられた広島の
新ランドマークである『ＬＥＣＴ（レクト）』。
当社は、そのＬＥＣＴ内に広島初出店となるカ
インズ広島ＬＥＣＴ店を設計・施工しました。

（広島市西区）

7
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財務情報（要約） FINANCIAL INFORMATION

7,849

現金及び
現金同等物の
期首残高

9,058

現金及び
現金同等物の
期末残高△345△133

1,688

財務活動による
キャッシュ・フロー

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

当期
平成28年4月1日～平成29年3月31日

●キャッシュ・フロー計算書の概要  （単位：百万円）

71,778

売上高

3,890

営業利益

3,788

経常利益

2,311

当期
純利益

81,495

売上高

4,355

74,668

2,471 営業外
損益
△79

売上原価

特別損益
95

1,323
法人税等

4,276

経常利益

3,048

当期
純利益

販売費及び
一般管理費

営業利益

前期
平成27年4月1日～平成28年3月31日

当期
平成28年4月1日～平成29年3月31日

●損益計算書の概要  （単位：百万円）

前期末
平成28年3月31日現在

当期末
平成29年3月31日現在

資産合計
49,232

流動資産
44,874

固定資産
4,358

株主資本
13,461
評価・
換算差額等
369
新株予約権
35

負債純資産合計
49,232

純資産
13,866

負債
35,365
流動負債
31,880
固定負債
3,485

資産合計
38,680

流動資産
34,528

固定資産
4,152

株主資本
10,704
評価・
換算差額等
324
新株予約権
23

負債純資産合計
38,680

純資産
11,052

負債
27,627
流動負債
23,971
固定負債
3,656

●貸借対照表の概要  （単位：百万円）

詳細な財務情報は イチケン　ＩＲ情報 〇■	検	索
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会社概要 CORPORATE DATA 

会社概要 （平成29年3月31日現在）

商　　号 株式会社イチケン
創　　業 昭和5年6月
資 本 金 ４３億２，１６７万２，０６５円
営業種目 総合建設業、貸ビル賃貸業、住宅・商業施設ディ

ベロッパー事業、都市環境整備事業、複合商業
施設企画・設計・施工・監理、専門店舗企画・設計・
施工・監理

従業員数 605名
取引銀行 三井住友銀行　

三菱東京UFJ銀行　
東日本銀行 他

役　員　 （平成29年6月28日現在）

取締役および監査役
代表取締役社長 長谷川　博　之 取締役（社外） 伊知地　俊　人
取 締 役 古　川　仁　一 常 勤 監 査 役 渡　辺　直　之
取 締 役 吉　田　　　稔 監査役（社外） 西　村　正　明
取 締 役 西　出　英　雄 監査役（社外） 吉　識　至　孝
取締役（社外） 藤　田　　　進 監査役（社外） 小　川　真　人
取締役（社外） 武　内　秀　明

執行役員
社長執行役員 長谷川　博　之 執 行 役 員 野　﨑　　　晃
専務執行役員 古　川　仁　一 執 行 役 員 磯　野　慶　治
常務執行役員 吉　田　　　稔 執 行 役 員 濱　野　　　明
常務執行役員 西　出　英　雄 執 行 役 員 奥　田　育　久
常務執行役員 佐　々　英　昭 執 行 役 員 田　中　　　実
常務執行役員 湯ノ口　智　治

仙台営業所
〒981-1104 仙台市太白区中田五丁目3番21号
南仙台広瀬ビル
TEL（022）306-6810

ワオシティ三郷
〒341-0024 埼玉県三郷市三郷一丁目3番1号
TEL（048）953-8055

赤とんぼ広場ショッピングセンター
〒679-4129 兵庫県たつの市龍野町堂本260番地の1

TEL（0791）63-1465
広島営業所

〒730-0022 広島県広島市中区銀山町4番17号
広島大同生命ビル

TEL（082）545-1010
※平成29年4月1日付で開設しました。

本社・東京支店
〒105-0023 東京都港区芝浦一丁目1番1号
浜松町ビルディング
TEL（03）5931-5610

沖縄営業所
〒900-0005 

沖縄県那覇市天久二丁目1番9号
TEL（098）862-6661

札幌支店
〒060-0051　
札幌市中央区南一条東四丁目7番地
第2渡辺ビル
TEL（011）218-5511

名古屋営業所
〒460-0008 名古屋市中区栄二丁目9番3号
伏見第一ビル
TEL（052）202-1900

福岡支店
〒812-0024

福岡市博多区綱場町1番1号
福岡第一生命館

TEL（092）291-8521

関西支店
〒541-0056 大阪市中央区久太郎町四丁目1番3号

大阪御堂筋ビル
TEL(06)6253-6200

事業所一覧　 （平成29年6月28日現在）
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株式情報 STOCK INFORMATION

株式の状況　

発行可能株式総数 111,200,000株
発行済株式の総数

（自己株式１１２，０２４株を含む） ３６，３４２，０００株

株主数 ３，３３３名

大株主
株主名 持株数（千株）持株比率（％）

株式会社 マルハン １１,７１４ ３２.３３
日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社（信託口） ４,３０５ １１.８８
株式会社 三井住友銀行 ９９６ ２.７４
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） ８５２ ２.３５
全国一栄会持株会 ７１２ １.９６
株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 ５９２ １.６３
株式会社 ＳＢＩ証券 ４００ １.１０
日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社（信託口５） ３７６ １.０３
日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社（信託口１） ３７４ １.０３
日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社（信託口２） ３０５ ０.８４
(注) 1. 持株数上位10名の株主について記載しております。

2. 持株数は、1,000株未満の株式数を切り捨てて表示しております。
3. 持株比率は、各株主の持株数（1,000株未満の持株数を含む）の自

己株式を除く発行済株式の総数に対する比率を記載しており、パー
セントの数値は、小数点第2位未満を切り捨てて表示しております。

4. 全国一栄会持株会は、当社の取引先企業で構成されている持株会
であります。

個人・その他 9,551千株（26.36%）
証券会社 1,532千株（4.23%）
外国法人等 3,120千株（8.61%）

金融機関 9,253千株（25.54%）

その他の法人 12,773千株（35.26%）

（注) 自己株式を除外した比率を記載しております。

（平成29年3月31日現在）

所有者別株式分布の状況

　当社は、事業の成長・拡大及び財務基盤の安定化に
よる企業価値の向上と、株主様への直接的な利益還元
である配当の安定的な実施に重点を置き、利益配分に
つきましては、今後の成長・拡大に備えた内部留保の充
実を考慮して決定することを株主還元の基本方針とし
ております。
　当期の期末配当金は、上記の基本方針に基づき、前
期より１円増配し1株当たり９円とさせていただきまし
た。次期（第92期）の期末配当は1株当たり9円を予想
しておりますが、平成29年10月1日付で行う株式併合
の効力発生後においては、5株を1株とする併合割合
を勘案し、1株当たり45円とさせていただく予定です。

当期の期末配当金は、前期より１円増配し、
１株当たり９円とさせていただきました。

●株主還元の状況

第92期（次期）
（平成29年度）

9.0
（通期予想）

第91期（当期）
（平成28年度）

9.0

第90期
（平成27年度）

8.0

第89期
（平成26年度）

7.0

1株当たり配当金  （単位：円）

※ 第89期には創立85周年記念配当（1株当たり2円）を含んでおります。
※ 第92期の期末配当金は株式併合の効力発生後においては1株当たり

45円の予想となります。
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〒105–0023　東京都港区芝浦一丁目1番1号  浜松町ビルディング
電話（03）5931–5610　（9:00～18:00、土・日・祝日・年末年始を除く）

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 毎年6月開催
基 準 日 定時株主総会の議決権 毎年3月31日

配当金受領株主確定日

毎年3月31日
なお中間配当を実施する
場合の株主確定日は
毎年9月30日

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社 

同 連 絡 先 〒137–8081 東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社  証券代行部
電話 0120–232–711（通話料無料）

特 別 口 座 の
口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号　
三井住友信託銀行株式会社

同 連 絡 先 〒168–0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社  証券代行部
電話 0120–782–031（通話料無料）

上場証券取引所 東京証券取引所  市場第一部
公 告 方 法 電子公告により行います。

（当社ホームページ）
　http://www.ichiken.co.jp
但し、事故その他やむを得ない事由により電子公告による
ことができないときは、日本経済新聞に掲載して行います。

お知らせ
▶株式に関する住所変更等のお申出先について
　1．証券会社の口座に株式をお持ちの株主様

株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
　2．特別口座に株式をお持ちの株主様

特別口座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社にお申出く
ださい。

▶未払配当金のお支払いについて
株主名簿管理人である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社にお申出ください。

株 主 メ モ

http://www.ichiken.co.jp
当社ホームページでは、ニュースリリースをはじめ、詳しい
事業案内やIR情報など充実した情報を適時掲載しています。

株式併合および単元株式数の変更についてのご案内

当社は、平成29年10月1日をもって、

1.	 当社の普通株式5株を1株に併合いたします。
（株式併合）

2.	 単元株式数を1,000株から100株に変更いたします。
（単元株式数の変更）

●	所有株式数について
株主様の株式併合後のご所有株式数は、平成29年９月30日の
最終の株主名簿に記載または記録された株式数に５分の１を乗
じた株式数（１株未満の端数が生じる場合はこれを切り捨てま
す。）となります。

●	株式併合による影響
株式併合により、株主様のご所有株式数は併合前の5分の1とな
りますが、当社の発行済株式総数も同じく5分の1となり、また株
式併合の前後で会社の資産や資本は変わりませんので､株式市
況の変動など他の要因を除けば、株主様がご所有の当社株式の
資産価値に変動はございません。

●	配当金への影響
株式併合の効力発生後においては、併合割合を勘案して１株当
たりの配当金を設定させていただく予定ですので、業績変動等
の要因を別にすれば、株式併合を理由として株主様の受取配当
金の総額が変動することはございません。但し、株式併合により
生じた端数株式につきましては、当該端数株式に係る配当は生
じません。

●	１株未満の端数が生じる場合の処理
株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法
の定めに基づき、全ての端数株式を当社が一括して処分し、そ
の処分代金を端数が生じた株主様に対して、端数の割合に応じ
て交付いたします。

●	スケジュール
平成29年9月26日　1,000株単位での売買最終日
平成29年9月27日　100株単位での売買開始日
平成29年10月1日　株式併合および単元株式数の変更の効力発生日
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